
一93一

〈研 究 ノー ト〉

物流拠点立地 と流通センターの変化におけるある傾向

中 田 信 哉

1物 流拠点の考え方

企業 における物流拠点 の配置 は本来,物 流 ネ ッ

トワークとい う視点か ら議論 され るべ きものであ

る。1か 所 ごとの物流拠点で議論 され るべ きでは

ない。なぜな ら,も し,複 数の物流拠点 を保有す

る企業の場合,そ の立地 は互 いの関係の中で決 め

られ るべ きものであ り,そ の物流拠点の機能 は互

いの補完関係 にあ るか らである。

例えば市場 を二つ に分 け(東 日本と西 日本 という

分 け方を考えてみる),2か 所 の物流拠点 を設置す

るとい う場合,そ の2か 所 の物流拠点立地 は互 い

に独立で はあ りえない。 なぜな ら,こ れ ら物流拠

点 が担当する地域 というのはその境界線が錯綜 し

てお り,そ れ は道路や輸送機関 とい う社会 システ

ム(イ ンフラストラクチャー)に 大 きく関係 し,行

政 区分による一本 の線 引は不可能だか らであ る。

また,商 品 の供給や融通 はその時 の生産事情 や市

場事情によ って入 り組 んで調達や輸配送が行 なわ

れ るのが普通だか らである。

そ うである以上,片 一方の物流拠点立地 はもう

片一方の物流拠点 の立地 に大 きな影響 を与え,互

いの関係 の中で両者 の立地 は決 め られ る の で あ

る。多 くの場合,複 数 の物流拠点立地 を保有 する

企業の場合 はその相互関係や機能分担 が漠然 と決

め られた という前提の もとに個別の物流拠点立地

が決め られるとい う姿勢が見 られ,そ の前提 が漠

然 と しているためにあ る物流拠点が設置 された後

でその使 い勝手 の悪 さや物流条件への不適合,物

流効率の低下 などが起 こっているとい うのが普通

であるが,そ れは前提 とな る物流 ネ ットワー クの

決 め方 が明確 な方針のないまま行なわれているか

らであろ う。

1か 所 の工場で生産 を行 い,1か 所 の物 流拠点

ですべての出荷 を行 な っている中小製造業者や1

か所のデポにおいて営業を行 なっている中小卸売

業 の場合 はその1か 所がすべての物流拠点 である

か らそれを独立の ものと考 え,立 地,規 模,処 理

方式,サ ー ビス ・エ リアを決 めてい くことがで き

る。 この場合 は既存 の物流拠点の ロケーシ ョン理

論 に基づ けばよいので あろう。 しか し,複 数 の物

流拠点 の場合 はその前提が重要 となるのである。

その前提 となるのが物流 ネ ッ トワークとい うも

のである。物流 ネッ トワー クとい う言葉,概 念 は

まだ煮詰 った ものではない。一一般的 な理解 はまだ

ないといえ る。 したが って ここでは簡単 にその概

念を明確に してお く。物流 ネ ッ トワークとい うも

のは企業における物流拠点 の次の要素を複合 した

もので ある。

(1>物 流 チ ャネル

(2}物 流拠点の ロケーシ ョン

物流 チャネルとい うのは企業の物流における段

階である。生産(あ るいは調達)か ら企業 における

顧客への商品 の供給 までの物流の段階である。物

流拠点の ロケーシ ョンは物流の各段階 における物

流拠点の配置(そ の数および立地)で あ る。 これ

を組み合わせ た ものが物流 ネ ッ トワークとなる。

それを図示 した ものが図一1とな る。

こうした物流 ネッ トワー クの構成 の基本 は末端

の配送条件で ある。市場 が設定 され,そ こに商品

供 給す べ き顧 客が存在 す る。 その顧客 の分布 に
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図一1物 流 ネッ トワークの例
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よって末端の物流拠点が設置 されねばな らない。

その顧客の規模 によって供給単位 が決 まり,そ れ

によって リー ドタイムが決まる。 これ らは取引条

件 とな るものである し,市 場競争 にお ける条件 と

なる ものであ る。 したがって これ らの条件 は物流

においては所与 となる。

こうして末端 の物流拠点の配置が決 まった後で

その物流拠点 に対 して商品供給 を行 な うために時

間,供 給単位を考慮 した上でその上位段階の物流

拠点配置が決 まる。直接,工 場か ら末端物流拠点

に供給すべ きなのか中間に在庫調整用,あ るいは

ロッ ト集約 のための物流拠点を設置す るかが決 ま

る。 こうして物流 ネ ッ トワークが決 まって くるわ

けであるがその基本 は末端物流拠点であ る。

末端物流拠点 は市場内に設置 され るのが普通で

あ る。市場 内というの はおおむね都市 内 というこ

とになる。 なぜな ら供給先 である顧客 は一般の二

次製品 について は小 ロとな り,短 い リー ドタイム

で供給 され るのが普通だか らである。物流拠点 が

顧客の存在 している都市 内か らはずれていった場

合,こ の条件 が満たされないか らであ る。

この ようにして都市内(一 商業圏)に おいては

多数の物流拠点が存在せ ざるをえないとい うこと

になる。 なぜな らある商品の流通 チ ャネルが メー

カー一卸売業一小売業本部(一 小売店舗)と いうこ

とになった場合,こ のすべての企業(メ ーカー,卸

売業,小 売業)の すべてが都市 内に物流拠点 を持 つ

か らである。

流通全体 で見た効率か ら言 うな ら,都 市 内の物

流拠点 はこの うちある一企業だけが持 てばよいの

だろうが,実 際 は各段階の企業 が最低在庫を持 と

うとす るためにそれぞれが都市 内に物流拠点 を持

つのである。 それ は取引においてロ ッ ト取引の習

慣がな く,ボ リューム ・デ ィスカウ ン トも物流的

な意味で存在 しないか らであろう。 そうで ある以

上,各 企業 は自社 にとって最低の在庫で商売 を し

ようとし,そ の在庫補充 にっいては きわめて短 い

リー ドタイムにおいて高頻度発注を行なお うとす

るか らである。そのためメーカーは卸売業 に対 し

て,卸 売業 は小売業の本部 に対 して,小 売業 は各

店舗 に対 して商品の供給 を行 な うために都市内に

物流拠点を持つ ようになるのである。

こうして都市内に多数 の物流拠点 が存在 し,そ

れへの商品補充を行 なうために更 に流通の上位段

階 に補充用の物流拠点が置かれるようにな るが,

その物流拠点 も都市内 に置かれ るというケースが

多 い。 なぜな ら末端配送用 の物流拠点が一企業 に

おいて,一 都市内において複数置かれ るな らば,

それ らの一つ一つ は小規模 な ものにな り,在 庫能

力 は小 さなもの とな るし,実 際に多 くの在庫を持

とうと しな くな っている。 そのために,そ こへの

補充を行 なう物流拠点 も小 さな単位で短 い リー ド

タイムにおいて配送 をせ ざるをえな くな っている

ために,都 市か ら遠 く離れ ることがで きないので

あ る。 こうして我が国の物流 において は,過 密化

した都市 内に多 くの物流拠点が置かれ るよ うにな

る。

注

ここで言 うところの物流ネッ トワークという概念 は物流論

の世界では「ない」と言ってよい。日本の物流関係の研究におい
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てここでいう物流ネットワークを取 り上げる人はいないし,ア

メ リカなどでの研究でもそれを見 ることはできない。日本にお

ける物流研究に大きな影響を与えているスマイケイ,ラ ロン

ド,パ ワーソックス,マ ギー,ロ ブソン,ク リストファーなど

の著作 ・論文 においても物流 ネットワークやそれに類する言

及はない。物流ネットワークという言葉自体,練 れていないが

物流 チャネルと物流拠点の ロケーションを組み合わせた企業

における物流の体制 はまだ,そ れに着目して研究 されるという

ものではないようである。もちろん,OR的 な ロケーション決

定についてはこれまで多くの研究がされている。

それが物流ネ ットワーク論 とならないのは物流チャネルに

ついての認識がないからだと思われる。マーケティング畑のコ

トラーや出牛正芳によるなら物流(こ こではロジスティクスと

言 っているが)は 「チャネル政策の中で取り上げるもの」として

いるのであるか ら,物 流チ ャネルというのはマーケティングに

おけるチャネル論の中に取 り込まれ,物 流研究ではその段階を

「与件」と考えて しまっているのか もしれない。

しかし,過 去,物 流 においては「商物分離」が話題になったこ

ともあるように取引流通のチャネルと物流のチャネルは一致

するものではない。そうであるなら物流チャネルが独立 に検討

されてしかるべきとも思われる。ただ,話 題になった商物分離

というのは,単 なる物流拠点と販売拠点の物理的分離であって

チャネルとして扱われる性格は弱か ったと思われる。とはいう

ものの各企業における実務家 レベルでは物流ネッ トワークと

いう言葉を使ってはいないが,こ うした物流チャネルとしての

段階 と物流拠点の配置を組み合わせた考えに基づ く物流体系

が重視されているのは事実であるか ら,物 流ネットワークが問

題視されてよいと思 う。

考えてみると研究 レベルにおいては主にアメ リカの物流研

究による枠組みが大きな位置を占めているように思われるが,

そ の中に物流ネットワークの概念が入 っていないのがこれが

出てこない最大の理由であろう。アメリカにおいてこういう概

念が生れてこないのは,ア メリカと日本の市場や輸送における

イ ンフラのあり方に違いがあるからだと思われる。私は過去,

ア メ リカにおける食品メーカーの物流ネ ットワークの研究を

したことがあるが(『物流の新 しい技術』日本工業新聞社,1973

年),結 局,物 流拠点の平面的な配置のパターン化に終 って し

まった。

もっとも,「物流チャネル」という言葉自体は物流においては

存在する。例えばJ.F.ロ プ ソン編,阿 保栄司監訳 『最新 物流

ハンドブック』(日 本物的流通協会,1988)(THEDISTRIBU-

TIONHANDBOOK,TheFreePress,aDivisionofMac-

MillanInc,1985)に お いてロブソンとコネ ットは物流チャネ

ルについて述べているが,そ れはマーケティング ・チャネルと

の関係を言ったものであり,こ こでいう物流ネットワーク論 と

は異 なる。また,ロ ジスティクス ・ネットワークという言葉 も

出てくるが,こ れ も概念的な使われ方であって,こ こで言 う物

流ネットワークとは異なる。

2傾 向としての物流拠点の脱都市化

この ところ,都 市 における物流拠点 の立地 に変

化が出始 めてい る。それは物流拠点の脱都市化 と

い うべ きものである。 こういう動 きにつ いての最

近 の傾向をその問題に的を絞 って研究 したのが,

建設省道路局 が㈱道路経済研究所 に委託 して設置

した「ロジスティクス高度化研究会」であ り,そ の

研究報告が平成3年 に 『ロジスティクス高度化 に

対応 した道路物流政策 のあ り方 に関す る調査研究

報告書』 と して発表されている。

この研究 プ ロジェク トは委託事業 といいっっ,

実際は情報,工 学,経 済 ・商学関係 の学者,企 業

の物流 マネジャー,そ して建設省 の道路局 の各課

長たちが委員(メ ンバ・一 とな り(委 員長 ・金本良

嗣東京大学経済学部助教授,中 田も委員の一員),実

際上 の事務局 は建設省道路局道路経済調査室が担

当す るとい うように建設省内の一研究会 として活

動 を した ものであ る。

この研究 の目的 は,今 後の道路計画に関連 して

物流拠点 につ いての政策 をどのよ うに展開 した ら

よいか,と い うことであ り,そ れに対応 して「ロジ

ステ ィクス ・インターチェ ンジ」や「ロジスティク

ス ・セ ンター」とい うものを まず,打 ち出 して そ

のあり方 を考え る,と い うものであ った。

そのたあに研究会において東京 に存在す る製造

業,流 通業に対 して物流拠点 につ いての調査 を行

な っている。 その調査 の概要 は次のよ うにな って

いる。

調査対象

有効回答

東京 に本社を置 く企業1,000社
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図一2今 後の取扱品目数の動向

資料:ロ ジクテ ィクス高度化研究会 アンケー ト。
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図一3今 後の製品出荷の動向
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図一4物 流拠 点の所在地
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このサ ンプル は製造業,卸 売業 は多 くの業種 に

またが っているが,小 売業 の場合 は百貨店,ス ー

パーが約半分 ちかい。規模 は全体的に比軽的大規

模 であるが,そ れで も従業員100人 未満s年 間売

上 げ5,000万 円未満 の もの もあ る程 度 含 まれて

いる。

まず,周 辺状況 として近年の取扱 い品 目の増加

状況を聞 いているが,そ れによるとメーカー,卸

売業,小 売業 ともに「取扱 い品 目」は増加傾向を示

して お り,特 に卸売業 で は「大幅 に増 加 した」が

40%近 くを占めてい る。全体 で見 ると「わずか に

増加」が50%を 超 えてお り,増 加 全体(大 幅に増

加,わ ずか増加)は メー カ ーで80%,卸 売 業 で

85%,小 売業で も80%近 くにな っている。

これ は近年 の傾向であり,将 来への動向を予測

した もので,図 一2の ように増加 を予測 した もの

が約78%と な っている。

次 に「ジ ャス トイ ンタイム輸送」の動 向 を見 る

と,最 近の傾向 と して は全体 的に「小口化」(増 え

た,や や増 えたで約80%,以 下 同)「 時 間指 定 」

(75%),「 ス ピー ドア ップ」(67%),「 不定期出荷」

(68%),「 付帯 サービス」(53%)は それぞれ 増加 を

示 している。

これを今後で予測 した ものは図一3の よ うに更

に高い数字が出ている。 この傾 向は「更に進む」と

企業 は見てい るわけであ る。

以上の ことを前提 として物流拠点建設 の状況を

見て い く。それはこうした物流条件が大幅 に変化

す るとい うことを考 え,多 くの企業が新規の物流

拠 点 の新設,移 転計画 を持 って い るか らであ る

(調査において具体的な計画を持 っているもの,既 に

建設 中の企業 は14%で あ るが,漠 然 とした計画を

持っているものは多いと思われる)。

こういうことか ら今後 の物流拠点 の立地的 なあ



物流拠点立地と流通センターの変化におけるある傾向
一97一

図一5物 流施設建設上の問題点
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図一6物 流施設の建設を検討 している場所

資料:同 前。
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り方 を以下 に見てい くことにす る。

現在,存 在す る物流拠点 は図一4に 見 るように

その施設 の約33%が 東京23区 に集 中 してお り,

23区 外 を含 め ると41%が 東京 に集 中 してお り,

また千葉,神 奈川,埼 玉 も東京に隣接 した地域 の

ものが多い と思われ,東 京への集 中度 は更 に高 い

はずである。

物流拠点建設を計画 している企業が直面 してい

る問題 について は「地価高騰」によ る用地取得の困

難性 が最大 の問題点 とな っている。しか し,「土地

の調達(よ い場所が見つからない)」「労働力 の確保

(パー トやアルバイ トを含む)」「輸送距離」も大 きな

問題 となって いる。

そ ういうことか ら企業 は物流施設建設 のための

場所選択条件 と しては「安い地価」ということを最

大の ものとしてお り,同 時 にその物流施設 に関す

る「道路整備(ア クセス)」を上 げているのである。

そ してその建設 中,お よび建設予定 の物流施設

について は圧倒的に多 くが「地域拠点」としての性

格を持 たせよ うとしてい るのである。 それは現在

の東京 を主対象 とした首都圏物流拠点 としての性

格を示す ものであ ろう。

では,そ の計画 されてい る物流施設の(希 望)場

所 はど こか というと,そ れ は図一6に 示 されてい

るが,興 味深い ことに40キ ロ圏(大 船,八 王子,上

尾 取手,千 葉)が20%で もっとも多 く,っ いで遠

隔地 が19%で これ に次 ぎ,そ の次 は50キ ロ圏

(茅ケ崎,高 尾,鴻 巣,牛 久,木 更津)な のであ る。

このように東京 における企業の物流拠点 は,今

後 とい うことで見てい くと東京の中心か ら離れ,

遠隔地化 してい くと予想 されるのである。 そ して

その物流拠点 が地域配送拠点であ るとした ら,そ

れ は広域 流通 セ ンター とい うものにな るで あ ろ
ロ へ

っ。 これが トレ ン ドで あ る。

注

もと も と,こ の建 設 省 の 「ロ ジ ス テ ィ ク ス高 度 化 研 究 会 」は ロ

ジ ス テ ィ ク ス ・セ ン ター とい う も の(当 初 は ロ ジ ス テ ィ ク ス ・

イ ン ター チ ェ ンジ と 言 って い た)を 中 心 に置 き,そ れ に よ って
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都市内の物流を合理化するのが目的であって,そ のあり方を研

究する,と いうのが目的だった。

もちろん,主 宰が建設省道路局であるか ら高速自動車道がこ

れに絡むのである。つまり,大 規模な多目的型の流通センター

をロジスティクス ・セ ンターと呼び,こ れを高速自動車網と結

合させることによって都市内の配送先に対 して連続的なロス

のない物流を行なうというのが当初の考え方であった。

しか し,こ の研究会を開催 した初めから企業の委員か ら現在

の大都市では物流拠点 を設置,増 設,移 転 させようと して も

「そのスペースがない」あるいは「地価が高過 ぎる」という声が

出ており,そ のために実情を把握する目的で企業に対 してアン

ケー ト調査を行なったのである。

アンケー トの結果が出てみると,実 に多くの企業が東京都内

をメインの配送先 とする場合でも脱東京の物流拠点設置を考

えていることがわかった。そのために都市の効外において行政

主導で公共的な物流基地を設定 し,そ こに対 して優遇措置をと

ることによって多 くの企業の物流拠点を集合化 させ るという

考えが出てきたのである。その物流基地にっいては,今 後拡充

されるであろう高速 自動車道路 と直接接続させ,イ ンターチェ

ンジで一般公道に降 りることな く調達 ・配送ができるという

ことを考えたわけである。

もっとも,こ のことは結果 として出てきたものではないのか

もしれない。建設省 としては6省 管轄の「流通市街地整備に関

する法律」の改訂が予想されるという状況の中でこのような方

向性を出しておくということが必要だと判断され,研 究会の事

務局として一種の誘導を行なったのかもしれない。

とはいえ,こ のアンケー トは物流における新 しい視点をもた

らして くれるものとなった。こういう結果については建設省 も

当初か ら予想していたわけではないだろう。

3分 散化と集約化

物流拠点の脱都市化が進行 しつつあるというの

は一つの傾向であろうが,そ れは単純 に地価や ス

ペース確保のためにただ単にその物流拠点 が都市

か ら離れ始 めた ということで はない。 そこには明

らかに物流 ネ ッ トワークの変化が伴 うのである。

従来か らの物流 ネ ッ トワークがそのままあ ってそ

の末端の物流拠点が市場か ら離れ るとい うもので

はない。

そ こで は物流チ ャネルの短縮化,あ るいは物流

拠点 のロケー ションにおけるその拠点数の削減 と

いうことが伴 うのである。 それが物流 ネ ッ トワー

クの変化 となる。 おおむね,そ の場合 は末端物流

拠点 の集約化 とい うことがそこで発生す る。 この

集約化 とい う ことこそ,物 流 ネ ッ トワークの変

化,物 流拠点 の脱都市化のキーワー ドとなると考

え られ る。

物流拠点問題を考える場合,昔 か ら「集約化」と

「分散化」とい う概念がそ こには存在 して いた。現

実を見 るに企業 の物流拠点問題 はこの集約化 と分

散化が交互に行 われるとい う一般法則 が存在す る

よ うに見 え る。 この法則 にっ いてそ の流 れのパ

ター ンを推測 してみ る。

まず,こ こに1っ に製造企業があるとす る。工

場 に物流拠点が付属 して いる姿を考え る。 この企

業の成長の中で生産量 が拡大 し,出 荷量 が増加す

る。初 めはその工場 に付属 している物流施設で十

分,対 応で きる。その施設 の空間を利用す るとか,

工場敷地の中でのその拡張をするとか,ま たは人

手をかけることで能率を上 げてい くとい うことに

よる。 しか し,や がてその施設で はどうにも対応

できな くなる。

もし,生 産力が不足す るな ら工場の拡張や移転

が行なわれ るのだ ろうが,工 場における生産力 は

ライ ンの増設,稼 動時間の延長,高 能率機器 の導

入 ということで対応で きるたあに物流施設 より生

産の方が対応力はある。 したがって生産が まだ,

行なわれているのに物流が対応不可能 になるので

あ る。 この場合,物 流能力だけの都合で工場の移

転や拡張が行 なわれ るとい うことはない。

そ こで この工場 の外 に新たに土地 を確保す るな

り,倉 庫を借 りるなり して物流施設 を持っ ことに

なる。 こうするとこの段階の物流チ ャネル は必然

的 に2段 階 となってい く。 あるいは3段 階になる

ことがある。2段 階 とい うのはまず,工 場 の施設

に商品の一一時保管 を し,そ こか ら工場外の施設 に

入 れ,そ こか ら市場へ の出荷 をす るとい う形 で

あ る。3段 階 というのは工場の施設があ くまで も

出荷施設であ り,工 場外の施設 は一時保管の施設

である,と いう位置付 けによ って工場 の施設 に置

かれ た商品 を工 場外 の施設 に入れ て一 時保 管 を

し,そ こか ら再 び工場 の施設 に戻 して出荷をする

か らであ る。

しか し,こ れが しば らく続 くと今度 はこれ らの

複数 の工場関係の物流施設 は集約化 され ることに

なる。 それは複数 の物流施設 を使 うことはあま り

にも効率が悪す ぎるためにその物流施設を集約化

して大 きな物流拠点を作 るとい うことになるか ら
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で ある。 あるいはやがて生産能力が不足す ること

になり,工 場 自体の拡張や移転が行 なわれ,そ れ

に合 わせて物流施設 も集約化す るのであ る。

このよ うに「能力問題」か ら起 こる物 流 拠 点 の

「分散化 集約化」の動 きがあ 灸。従来,物 流拠

点 というのはその他の経営機能 と統合 され存在す

るとい う形が一般的であった6こ の場合 は能力の

不足か ら物流施設 は「当座 の策」と して「予備倉庫」

を持 っ という応急措置で状況 に対応す るとい うこ

とが起 こっていた。

次 に考え られ るのは「市場拡大による分散化」で

あ る。企業が成長 してい くことによって市場が拡

大 してい く。そ こには十分な る投資を行ない狭 い

地域を担当す る流通 セ ンターなどの物流拠点が作

られ る。 しか し,そ の近代 的な物流施設が償却 さ

れない間 に企業の成長 は続 き,新 たな市場が生 れ

て くる。そのためにまた,新 しい市場を対象 とす

る物流拠点が作 られる。 もし,前 の物流施設 が十

分 に償却 されていたのな ら,次 には広い市場 を対

象 と して大 型 の物 流拠点 が作 られ たろ う。 しか

し,そ れ以前にある物流拠点 はまだ,十 分近代的

な ものであり償却 は進んでいないためにそれ はそ

のまま残 し,新 しい物流拠点が作 られる。 こう し

て狭 い市場 を担当す る多 くの物流拠点ができて く

ることにな る。 これ は分散化である。

しか し,や がて企業の成長率 は落 ちて きて狭 い

市場を担当す る物流拠点 の効率 が悪化 してい ると

い うことが問題 とな り,複 数 の市場 を統合 し,そ

れ を1っ の物流拠点で対応 させ るとい う動 きが出

て くる。集約化であ る。 しか し,こ れは再 び分散

化 とな ることが ある。 それはサー ビス率 とい うこ

とか らであ る。

広 い市場 を対象 として数 の少ない物流拠点で対

応 して いた場 合,緊 急 納品 や引 き取 り,な ど と

い ったことへの対応 は不可能である。 もし,市 場

で激 しい競合を して いる他社がそ うい うサー ビス

を行な った場合,あ るいは自社 の市場 における形

勢が悪 くなり,顧 客へ の納 品サー ビスを強化 して

いかな くて はな らない場合,企 業 は市場の最末端

にデポあるいはス トック ・ポイ ン トと呼ばれ る小

型 の配送拠点 を作 ろ うとす る。それはまた,狭 い

99

市場を対象 と した ものである。分散化が起 こるの

である。 と同時 にこれは物流 チ ャネルの一段階が

増え るというもので もある。

このように分散化 と集約化 は交互 に行 われ,そ

れがいっまで も続 くようである。 その理 由は分散

化 と集約化が起 こるその機制(動 機)の 違 いによ

るものである。分散化が起 こるの は一部 のあ る特

殊 な場合の能力的な対応を除いて は「サー ビス性」

に基づ くもので あろ う。市場競争 やデ ィーラー ・

プロモーシ ョン(デ ィーラー ・ヘルプス)の 都合 に

よって「サー ビス率のア ップ」を狙 って物流拠点 の

分散化が行 なわれる。

しか し,分 散化 は物流効率の阻害 とな り,物 流

効率 は悪化す る。す ると企業 では「物流合理化」「

物流 コス ト削減」とい う目的 で物流拠点 の集約化

を行 な うのである。 そ して,そ の集約化が一段落

す るとまた,サ ービス拡大 のたあの分散化が企画

され始 める。 この繰返 しである。 こうい う繰返 し

が行 なわれ るのは企業 において物流 に関す る「効

率性」と「効果性」に関す る基準がないためである。

効果性 に対 す る基準 がないのは事実 であるが,

一・方 の効率性 に関す る基準 は「物流費予算」や「物

流活動基準」とい うことでそれを持っ企業 は多い。

しか し,そ れ らの基準 はいずれ も効率 性 だけを

図_7効 率性と効果性の関係
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とった独立の ものであ り,効 果性 との関連でそれ

を持 っ企 業 はない。効率 性 と効果 性 は「トレー

ド・オ フの関係」にあ り,一 方 だけで それを決め

るのは本来 は意味がない。

そ うで ありっっ,企 業 はそれぞれを独立で考 え

て いるか ら効率性を追及 しよ うとい う時 は集約化

が進み,効 果性 を考えよ うとい う時は分散化が進

むのであ る。同時 に効率性 と効果性 を考え るな ら

物流 ネ ッ トワークのあり方 は変 わって くる。 もっ

とも,効 果性,効 率性の両方の基準 も常 に同 じで

推移 するもので はないのだろ う。経営環境の変化

によって それは変わ るものであるとす るな ら,分

散化 と集約化 が交互に来 るのは自然 のことか もし

れない。

しか し,こ こに一っの新 しい要件 が加わ って く

る。 そ れ が物流上 のイノベーシ ョン(革 新)で あ

る。 このイ ノベーションには制度上のそれ と技術

上のそれがあ る。制度上 の革新 は例えばチ ャネル

政策上 の垂 直型 の共 同化,ま た は水平 的な共 同

化,そ れの複合化 された もの,あ るいは物流専業

者 による包括委託や混載 システムの採用 といった

効
率
性

▲
1

図_g革 新による効果性と効率性の変化

＼ ＼

,

/

効果性一
A一 現在の状態

B一 技術革新

C一 レベルの上がった状態

n一 効率性を上げる技術革新の場合

-J効 果性 を上げる技術 革新の場合

F一 現状の最低レベル以f.に おいて効率性,効 果性

を上げる選択肢

ことであり,技 術上の革新 は情報 システム,荷 役

システム,輸 配送 システムの技術の革新である。

これ らの革新が採用 されることによって効率性

をそのまま維持 しつっ効果性のみア ップす る,そ

の反対 に効 果性 を上 げてお いて効率性 は変 らな

い,と いう物流体制を とることがで きる。

それが図一8に示 される変化であ る。

つま り,革 新 によって効果性 と効率性の両方,

またはどち らかを上 げることが可能 とな り,企 業

はその変化 によるシフ ト・ア ップされた新 しい効

果性 と効率性の ライ ン上の どこかに新 しい基準 を

求 めることがで きるのである。ただ,こ の場合 も

企業 が この ライ ン上の どこに基準を設 けるか とい

うことが決 め られないのが普通であ るたあに,多

くの場合 は効果性 と効率性 のどち らかを現状 の基

準で留 めておいて もう一方 を変 えて いき,そ の結

果,物 流 ネ ッ トワークが変 わるとい うのが普通で

あ る。

多 くの場合,企 業 はこの方向を狙 う。その例 が

広域流通セ ンター構想 であるといえ るだ ろう。

注

集約化 と分散化にっいてもこれまで体系的に研究された こ

とはない。しかし,こ の問題はこれまで物流に携わっていた実

務家の中ではよく言われていたことであった。彼らはそれを単

なる政策の変更 というようにとらえていたのかもしれないし,

も し,も っと突 っ込んで彼 らに聞いていくならあるルールとい

うものを導き出すような答えがあったのかもしれない。

ただ,こ の問題にっいてはこういうことが言えるか もしれな

い。 それはマーケティングにおいて嶋口 ・石 井が言 うように

(『現代マーケティング』日本経済新聞社,1987年),過 去,マ ー

ケテ ィングは効果論を中心 に議論がなされ,効 率論がなかっ

た,と いうことの反対が物流だったということである。物流に

ついてはこれまで効率論が中心であり,効 果論 というのが抜け

ていたのである。

抜けていたというのはマーケティングの場合でも物流にお

いても考慮されなかったというわけではない。それは口には出

されつっ,マ ーケティングにおける効率,物 流における効果は

科学的かっ定量的に基準が示 されることがなかったとい うこ

とである。そのために常に「反動」というものが生れていたと言

えよう。

通常,物 流においては定量的に基準が決められ効率追及が行

なわれて集約化がされても,や がて主観的かっ定性的に効果論

が登場し,そ こでなし崩 し的に分散化が行なわれるのである。

これがこれまでの繰 り返 しであった。

マーケティングにおいては,効 率や経営資源の配分などの必

要性か ら戦略的マーケティングが脚光を浴びてきているが,物

流においても「物流サービス」というものに光を当て,物 流効果

を求める主張が出始めている(阿 保栄司など)。ただ,こ の物流
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図_gS社 の物流 ネ ッ トワーク改編例

改編前の物流 システム
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資料:服 部 セ イコー。

サー ビスという概念 は近年の ロジステ ィクス論の中に含まれ

るものと理解することができる。

とはいうもののまだ,実 証的な研究が不足 しているために企

業において具体的にどのように物流サービス率を設定 し,そ れ

を物流システムにどう組み込むかははっきりしていないと言

えそうである。

4広 域流通 センター

大都市内 における物流拠点が その用地の不足,

地価の高騰,社 会的な各種の規制によ って郊外 に

移転 し,そ の立地 は大都市 か ら遠距離化 している

とい うことを事実 として確認 した。 そこで疑問が

生れ る。 それ は「その郊外化 した物流拠点 は単 に

物流拠点 の立地変更」ということで理解 してよい

か,と い うことである。

つ まり,郊 外化す ることによ って,あ るいはそ

れに伴 って「物流 ネ ッ トワークの変化」というもの

は生 れてはいないか,と いうことである。 それは

次のよ うな条件が新 しい郊外 の物流拠点に もた ら

され るか らであろう。

(1)都 心地域 に置かれていた物流拠点 は,そ の

立地 を中心 と して狭 い配送圏 を担当 して いた

のであるが,郊 外にその物流拠点 を移 した場

合,狭 い範囲を担 当す るとい うことは無意味

にな る。その狭い配送圏か ら遠 く離れ るか ら

である。集約化 が可能 になる。

(2}郊 外の新物流拠点 は広大な敷地が確保で き

るためにそれ まで設置 されなか った高能力の



一102一 物流拠点立地と流通セ ンターの変化におけるある傾向

図一10資 生堂の物流拠点

口 物流セ ンター
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/
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■
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■

資料:資 生堂。

物 流機器 な どが導入 で き,能 力 が大 き くな

り,物 流チ ャネル全体に影響を与え る。

(3)物 流 チ ャネルにつ いて それまで効率面 や

チ ャネル戦 略面で問題を持 っていた企業 が,

郊外の大 きな物流拠点 を設 置す るに当た って

物流 チャネル自体を変更 しよ うとい う方針 を

持つ。

(4)高 速 自動車網 や政策 的な拠点開発などのイ

ンフラ整備 や情報 システ ムや混載輸送 システ

ムの発展によ って,郊 外 の大型物流拠点 の能

力や機能が レベル ・ア ップされ,物 流ネ ッ ト

ワークの変更 を可能 にす る。

このような条件ができるということが考え られ

るが,実 際 は次のよ うな形 で行なわれ るのが普通

で あろう。

(1)物 流拠点 を種々の事情 か ら変更 しな くて は

な らな くな った時に同時に,物 流 ネ ットワー

クを含 あて新 しい物流政策 を立案す る。

② 物流 関連 の技術 は発達 して きて いるたあ

に,新 しい物流拠点設置 において はその新 し

い物流拠点 はこれまでの物流拠点 とは比較 に

な らない大 きな能力を持っ ことにな り,必 然

的に物流 ネッ トワークは変わ る。

こうして生れて くるのが「広域流通セ ンター」で

ある。広域流通 セ ンターとい うのは「広域を配送

圏 と して担当す る流通 セ ンター」とい うことにな

るのだろ うが,現 在登場 しつつある広域流通 セ ン

ターといわれ るものは多 くの場合,次 のよ うな条

件 を持 ってい る。

(1)従 来の狭域の配送セ ンターを集約化 した形

で設置 されている(水 平的統合)。

② もう一つ上 の段 階の物流拠点 の機能 を含 む

ものとなっている(垂 直的統合)。

この 二っの統 合 が合 わせ行 なわれて いる こと

が,ま ず,制 度的な広域流通セ ンターの特色で あ

る。その例を精密機械 メーカーのS社 について見
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てみ る。S社 というのは「服部 セイコー」である。

この図でい う「地方配送セ ンター」が広域流通 セ

ンターとなる。 改編以前 は各営業所がS社 の市場

物流拠点 であり,各 特約卸売業 は代理店であ り,

代理店 はそれぞれがやは り,市 場 での物流拠点 と

なっていた。 この代理店 と営業所 の各物流拠点を

統合 し,そ れを地方配送 セ ンターに集約 するので

あ る。 これによって水平 的統合 と垂直的統合が行

なわれ る。そ して,工 場 とそれ らの間 に「セイ コー

流通 セ ンター」な る集約物流拠点 を1か 所介在 さ

せ る。 ただ,こ の流通 セ ンターは東京地区の地方

配送 セ ンターを兼 ねて もいる。

この よ うな市場 の物流 拠点 を集約す るこ とに

よ って物流 ネ ッ トワークを変えている例 としては

「花王」「資生堂」「コーセー」「グンゼ」「コニカ」など

多 くの企業が上 げ られる。 資生堂の場合,改 編前

は工場 か ら全国約100か 所 の販社(資 生堂専門卸

売販売会社)の 物流拠 点 に商品供給 し,そ こか ら

市場 の化粧品店,薬 局 などの小売業 に供給 してい

た。その販社が担 当す る市場の物流拠点 を集約 し

て図一10に 示 され るよ うな商品 セ ンター と物 流

セ ンター体制 に改 めたのであ る。

このよ うな物流 ネッ トワーク体制が出現 して き

たのは,前 述 のような環境条件の変化 による もの

であろ うが,そ れを推進 したのは物流技術 の発展

であ る。その促進要 因 は次 の三 っ にま とめ られ

る。

(1)大 量の商品を短時間で ピース(個 品)単 位

による仕分 け,発 送ができる荷役 における機

械化の実現。

(2)自 社 の工場,各 営業 ・物流拠点,お よび顧

客や運輸業 を結 びつけてオ ンライ ン ・リアル

タイムで情報交 換が で きる情報 ネ ッ トワー

ク ・システムの実現。

(3)高 速 自動車道網を利用 して短時間で小 口配

送 を可能 にす る混載 自動車輸送 の実現。

つまり,こ うした技術開発の実現が広域流通 セ

ンターを設置す ることを可能に したのである。 な

ぜ な ら,そ れまで一っの狭 い範囲を対象 と した物

流拠点 の存在 は顧客に対 す る「短時間で の商品供

給」と「多品種少量の配送」を保証す る必要 があ っ

一103一

たか らである。 それ は顧客の在庫力や調達力 に規

制 され る もので あ ったろ う し,市 場 競争 に よる

サー ビス率 の規制があったか らである。

この市場 の物流拠点 を自己の都合で集約 しよう

として も顧客に対す るサー ビス率 は自己の都合 で

変え ることはで きない。 そのサー ビス率 は維持 し

たままに して集約 を実現す る必要がある。 そ こで

受注処理 と在庫の管理を リアルタイムで処理す る

情報 システムと短時間で大量の多品種商品 を ピー

ス単位で処理す るシステムが必要 とな り,あ わせ

て短時間 の うちに少量 を届 ける輸送 システムが必

要 とな るのである。 そのシステムの導入 こそ,広

域流通 セ ンターをべ一スとする新 しい物流 ネ ッ ト

ワー クを実現 した ものといえよう。

注

広域流通センターの広域という言葉にっいては,古 くか ら単

にその配送 エリアの広 さにおいて広域,狭 域という言い方でい

われていたものである。 しか し,近 年においては企業がみずか

らある目的において設置 した流通センターを区別する形で「広

域流通 センター」と言い始 めた。花王のように「ロジスティク

ス ・センター」という言い方をするところもある し,資 生堂の

ように「商品センター」として区別する場合 もある。服部セイ

コーのように「地域流通セ ンター」という場合 もある
。いずれも

これまでの物流拠点とは機能的にも違 うということを示 して

いるのである。

私はこれ らの企業の広域流通セ ンター構想はいずれ も「チャ

ネル政策」に関係するものだと考えた。 というのはこういうよ

うな広域流通センター構想を打 ち出 した企業は,少 なくとも

メーカーの場合は系列化流通政策をとるものであり
,専 属の卸

売機能者を保有 しており,広 域流通センターの設置とチャネル

改編が同時に行われているか らである。これについてはいくつ

かの論文等でそれを発表 してみた(例 えば1993年 横 浜6大 学

連合学会の報告)。

それはチャネルの構成員 による機能分担の変更が伴 ってい

るのである。多 くの場合,そ れは卸売機能者の物流機能の集約

による取 り外 しということになり,卸 売機能者は販売なりエ リ

ア ・マーケティングの実行者 として位置付けられている
。その

ためにメーカーは末端 までの物流を通 してみずから全体的な

カバーを行なうようになるのである。ということは物流機能の

チャネル構成員による重複を避け,メ ーカーが一本化 した形で

全体効率を追及するものなのである。

もし,広 域流通センターがチャネル政策の一環 として設置さ

れるものであるとするならこの物流 システムはまた,チ ャネル

政策の変更の中で変化 していく可能性はある。特に流通系列化

が外国か ら非難 されるものである以上(日 米構造協議の例) ,
この後,大 きく変わることは十分に考え られる。
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性,非 効率性に基づ くものである。複雑性 に対応

5物 流ネ ッ トワークの変化を促す もの

消費財 の場合sメ ーカーの物流 ネ ットワー ク,

卸売業 の物流 ネ ッ トワーク,小 売業の物流 ネッ ト

ワークが互いに入 り組み,錯 綜 した物流拠点立地

が存在するのが都市 内 という地域平面である。 日

本 にお ける物流 問題 は多 くの部分が この平面で起

こって いる。交通渋滞,大 気汚染,住 環境の問題

などの社会 問題,配 送 における車両積載率の低下

とそれによる労働力不足への危惧 や配送効率の悪

化 による物流費用の高騰,な どとい った経済的な

問題 さらにはそれを解決す るたあのモーダル ・

シフ トの困難性や共同配送 など,す べて物流問題

とい うのは都市内,っ まり域内物流 なのである。

そ して トンベースでい った場合,日 本国内の物流

量 の約80%が 域内で発生 している。

実 のところ,日 本 の物流 ネ ットワー クとい うも

のが きわめて複雑であ り,そ れが企業 の物流政策

にお いてきわめて重要 なのは この域内物流の複雑

す るために都市 内には流通チ ャネルの各段階の企

業がそれぞれ物流拠点を持つ ようにな っていた。

このことは日本 の流通機構 の零細過多によるもの

で もある。

都市内であるところの域内に物流拠点が数多 く

存在 していたということが物流 ネ ットワークを複

雑 に していたのであるか ら,も しこの都市 内か ら

物流拠点が水平的統合 を しなが ら離れ始 め,そ れ

に歩 を合わせて垂直的な物流 チ ャネルの統合が行

なわれるな ら,物 流 ネ ットワークとい うものが大

き く変 わ ってい くのであろ う。

物流拠点の数を減 らしつつ,そ の立地が都市外

延部,郊 外 あるい は都市 か ら離 れ た ところに移

り,そ こか ら都市内への配送 を行な うようにな る

結果,物 流ネ ッ トワークは簡素化を してい くこと

になる。 さ らに こうした市場 に対 して最終的に配

送 を行 な う(小 売業なりユーザーに配送するという

意味)物 流拠点が都市 内で はな くその外延部や離

れた ところに設置され,し か もそれは大規模な も

図一11短 縮 された物流チャネル

従来の物流チャネル 短縮された物流チャネル
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のになる,と いうことになると,そ の物流拠点へ

は工場 や港湾か ら一括 して ロッ トで直接,商 品供

給がで きるとい うことを示す ものである。

こうした物流拠点 が都市 内への配送を迅速 に行

な うために高速 自動車道 に添 って置かれ,そ れへ

のア クセスを実現 してい るということは調達 にお

いて も同 じメ リットが生 れて くるのである。 その

ためにこういう広域流通 セ ンターがで きて くるこ

とによって,物 流 ネ ットワー クは統合化を水平 ・

垂直に押 し進 め られ ることにな り,物 流チ ャネル

は多 くの企業で生産か ら小売店な りユーザーまで

の過程 にお いて2段 階 ない し3段 階 となるので

あ る。

その変化 のパ ター ンは図一11の よ うにな るだろ

う。 この変化 は単 に物流 の中の問題 だけで済 ませ

られ ることではない。 た しかに物流拠点立地や物

流 イ ンフラの変化や企業の物流 システムの変化を

促す ものであろ うが,そ れ以上 に問題視すべ きは

流通 チ ャネルその ものの変化であ る。1の 注で述

べたよ うに,日 本 の流通機構の複雑 さとい うのは

小売業や末端ユーザーの零細過多 にあるわ けであ

り,そ れ らが過密化 した都市部 に密集 して存在す

るためにそれへの商品供給 とい うことで物流 ネ ッ

トワー クも複雑化す ると同時に,流 通 チ ャネルの

各企業 がそれぞれ錯綜 した形で物流 ネ ッ トワーク

を構成 していたのである。

それに対 して物流 ネ ッ トワークが簡素化 し,物

流チ ャネルが短縮化 した場合,明 らかにある影響

を起 こす はず で ある。 それ は ど うい う影響 で あ

り,ど うい うロジックにおいて流通機構 を変 えて

い くか とい うことは次のテーマ となる。

物流論 を流通経済論 やマーケティ ング論 とを組

‐ion

み合 わせ一 っの ものと して論 じようというのが私

の本来の仕事である。 したが って物流立地 におけ

る「あ る傾向」を ここで述べ たわけであ るが,そ れ

を更に発展 させ次 のテーマを挑戦 してみたい と考

えるものである。 とはいいつつ,こ のテーマにつ

いて もまだ,明 確 な結論を得 た ものではない。物

流立地 とい うのは大 きなテーマであ り,そ の変化

と物流 ネッ トワークというものの関係 もまだ,私

の頭の中でおぼろで はある。 この問題 ももう少 し

詰 めてい く必要が あるだろ う。

注

日本の流通機構が複雑である,と いうことの理由として最終

的には消費者の購買行動にあるが,疲 接的原因としては小売業

やユーザーなどの零細過多にある,と いうことについては日本

の多 くの学者が言っていることであり,外 国の流通研究家の中

にも明確にそれを検証 したものも多い(バ ッツァー,ラ ウマー

など)。

末端が零細過多であるためにどうして も商品供給が細か く

なり,多 頻度小口配送が行なわれる。多頻度小口配送問題につ

いてはそれが騒がれた時にはコンビニエンス ・ス トアなどの

ジャス ト・イン ・タイム物流が取 り上げられていたが,実 際r

多頻度小口配送の多くは一般零細小売店に対する物流による

ものであった(中 田 『多頻度小口物流』中央経済社,1992年)。

これは明 らかに流通機構の零細過多性によるものである。

こうしたことか ら考えた場合,物 流における末端への配送方

式が変わるということは流通機構そのものを変える力を持 っ

ているといえるだろう。ただ,こ こでは広域流通セ ンターのよ

うなものができたとしてもそれは末端への配送条件を変える

ものではない,と いうことを言った。 しかし,そ れは通常の配

送条件を変えない,と いう意味であってこれまで当たり前とさ

れていた「例外的な配送」がなくなることを意味 している。例外

的 とは「引き取 り」「緊急配送」「不定期返品」などである。

こうした例外条件がなくなり(広 域流通センターはこういう

例外配送には対応できない),と い うことはこれまで例外配送

に頼 っていたと思われる零細小売店などのあ り方を変えるも

のであろう。ここか ら流通機構の変化が起 こって くると予想す

るものである。

企業の物流立地問題は地域問題 物流問題 としてだけ取 り上

げるのではなく流通金体の問題 として把握する必要がある。


